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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
（人件費）
職員の構成年齢が高いため，類似団体平均を上回っている。平成17年度より実施している「境町集中改革プラン」の定員管理の適正化に

基づき，5年間で50名の職員数削減の目標を達成したことにより人件費は毎年減少しているが，今後も引き続き特殊勤務手当の見直し等の
行財政改革により人件費の抑制を図る。

（物件費）
行財政改革による内部管理的経費の徹底した削減により，類似団体平均を下回っている。今後もより一層の削減を図る。

（扶助費）
類似団体平均を下回っているが，自立支援給付費の額が多額に及んでおり，今後も社会保障費は増加傾向となることが見込まれる。

（公債費）

従来からの起債抑制により類似団体を下回っている。中学校校舎改築事業債及び臨時財政対策債の元金償還開始などにより増加の兆しが
みられるが，平成24年度には公債費のピークを迎え，これ以降は減少していく。

（補助費等）
補助金の整理合理化により補助金の廃止・削減が行われたが，ごみ処理業務を行っている一部事務組合に対する負担金や霞ケ浦用水負担

金繰上償還の額が多額におよんでいることなどから，類似団体を上回っている。今後も徹底した補助金の見直しや廃止に努めていく。
（その他）
その他に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは，下水道事業への繰出が主な要因である。認可区域の工事完了に伴い，公

債費等は減少傾向にあるが，下水道施設の維持管理費が増加傾向になる見込みであるため，公営企業経営健全化計画に基づき起債の抑制及
び経費の節減に努める。

【人件費及び人件費に準ずる費用】

上記「（人件費）」と同様。
【公債費及び公債費に準ずる費用】

公債費に準ずる費用が類似団体を上回っているのは，下水道事業の償還の財源に充てたと認められる繰入金によるものである。今後は公

営企業経営健全化計画に基づき起債の抑制に努める。
【普通建設事業費】
人口1人あたり決算額は類似団体を下回っている。前年度と比較して増加している主な要因は，地域活性化交付金事業等によるものであ

る。今後は，平成22年度より2か年継続での長田小学校校舎改築事業に伴い増加が見込まれるが，平成24年度以降は，施設の維持補修が中
心となるため，減少が見込まれる。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,779,349 67,891 69,335 ▲ 2.1
賃金（物件費） 114,798 4,380 5,157 ▲ 15.1
一部事務組合負担金（補助費等） 346,024 13,202 10,068 31.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 583 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 188,076 7,176 2,926 145.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 16,175 617 1,480 ▲ 58.3
▲退職金 ▲ 240,944 ▲ 9,193 ▲ 7,472 23.0
合計 2,203,478 84,073 82,077 2.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.33 8.13 ▲ 0.80
ラスパイレス指数 93.3 94.6 ▲ 1.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

874,731 33,375 41,248 ▲ 19.1

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 11 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 363,414 13,866 13,947 ▲ 0.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

63,357 2,417 4,492 ▲ 46.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

95,408 3,640 1,498 143.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 4 -

▲特定財源の額 ▲ 36,291 ▲ 1,385 ▲ 4,494 ▲ 69.2
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 653,509 ▲ 24,935 ▲ 33,847 ▲ 26.3

合計 707,110 26,980 22,859 18.0

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,081,021 40,205 7.3 53,398 ▲ 3.1 10.4

うち単独分 439,388 16,341 ▲ 19.7 34,793 ▲ 18.8 ▲ 0.9

1,437,767 53,692 33.5 52,962 ▲ 0.8 34.3

うち単独分 517,170 19,313 18.2 35,565 2.2 16.0

331,786 12,486 ▲ 76.7 59,010 11.4 ▲ 88.1

うち単独分 271,459 10,216 ▲ 47.1 37,144 4.4 ▲ 51.5

284,742 10,790 ▲ 13.6 52,308 ▲ 11.4 ▲ 2.2

うち単独分 233,431 8,845 ▲ 13.4 33,776 ▲ 9.1 ▲ 4.3

659,258 25,154 133.1 55,958 7.0 126.1

うち単独分 570,364 21,762 146.0 35,126 4.0 142.0

過去５年間平均 758,915 28,465 16.7 54,727 0.6 16.1

うち単独分 406,362 15,295 16.8 35,281 ▲ 3.5 20.3
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